
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 福島県大熊町令和6年度
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※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和6年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※「定員管理の状況」の「人口1,000人当たり職員数」の算出に用いる職員数及び「給与水準（国との比較）｣の｢ラスパイレス指数｣については、各調査対象年度の

地方公務員給与実態調査に基づいている。

財政力

財政力指数 [1.59]
類似団体内順位

1/94
全国平均

0.49
福島県平均

0.46

財政力指数の分析欄

基準財政収入額において、固定資産税算定に係る福島第一原子力発電

所構内にある処理水タンク等の大規模償却資産での税収が大きな割合を

占めており、震災前の水準を保てている。今後、同税目においては減価償

却等による減収が予想され、また震災復興特別交付税等の復興財源も減

少していくことから、経常的な歳出の削減等により、財政職指数を保てるよ

う努めたい。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [57.3%]
類似団体内順位

2/94
全国平均

93.8
福島県平均

91.4

経常収支比率の分析欄

震災後講じてきた減免措置の縮小および大規模償却資産による固定資産

税の増収により、経常的収入が増加し、比率が減少している。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [526,364円]
類似団体内順位

25/94
全国平均

169,281
福島県平均
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

町の復興・復旧事業の増加に伴い、震災前と比較し、人件費及び物件費

についても増加している。また人口については年々微減となっているため、

人口１人当たりの数値は年々上昇している。ただし、当年度においては昨

年度より物件費が減少している等の理由により、決算額が微増した。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.7]
類似団体内順位

50/94
全国市平均
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ラスパイレス指数の分析欄

昨年度と比較し、0.7ポイント低くなった。主な要因として、年齢の低い新規

採用職員の増加、また同経験年数の在職者と比較し、給与月額の多い任

用職員を採用していることなどが挙げられる。

類似団体と比較すると同程度の水準のため、引き続き給与水準の適正化

に努めていく。
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [14.88人]
類似団体内順位

3/94
全国平均

8.41
福島県平均

8.64

人口1,000人当たり職員数の分析欄

震災後、住民の避難状況により、避難者が多い自治体に出張所を設置し

ている。その住民対応のために通常よりも多く保健師等の専門職を配置し

たことや、復興事業対応のため技術職を増員したために、他と比較し職員

数が多くなっている。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [△ 1.0%]
類似団体内順位
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全国平均
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6.0

実質公債費比率の分析欄

地方債については、町単独では既に償還済みであり、現在も借入を行って

いない。ただし、一部事務組合等の負担金が存在している。今後も事業の

計画的な執行や基金の有効活用等により現在の状況を維持するように努

める。
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将来負担比率 [-%]
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将来負担比率の分析欄

将来負担額を充当可能基金が上回っており、将来負担比率は算定されな

い。今後も事業の計画的な執行や基金の有効活用等により現状を維持す

るよう努める。
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